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Ⅰ  令和元年度一般会計６月補正予算（案）の概要【教育委

員会関係】  

 

１  総括表  

（ 単 位  千 円 ）  

 

  

  

平成30年度

341,521,451 44,756 341,566,207 334,455,236 7,110,971 102.1%

(項) 24,631,234 3,492 24,634,726 20,875,755 3,758,971 118.0%

(項) 81,347,149 ― 81,347,149 80,926,150 420,999 100.5%

(項) 51,006,084 ― 51,006,084 51,372,047 △ 365,963 99.3%

(項) 125,760,617 ― 125,760,617 133,593,320 △ 7,832,703 94.1%

(項) 41,622,361 21,721 41,644,082 41,421,727 222,355 100.5%

(項) 2,521,566 19,543 2,541,109 2,828,241 △ 287,132 89.8%

(項) 14,632,440 ― 14,632,440 3,437,996 11,194,444 425.6%

341,521,451 44,756 341,566,207 334,455,236 7,110,971 102.1%

341,521,451 44,756 341,566,207 334,455,236 7,110,971 102.1%合 計

Ａ－Ｂ Ａ／Ｂ

(款) 教 育 費

教 育 総 務 費

小 学 校 費

中 学 校 費

高 等 学 校 費

特別支援学校費

社 会 教 育 費

保 健 体 育 費

教 育 費 計

内　訳
令和元年度 対前年度比較

科　目 当初予算額
６月補正
予算額

６月現計
予算額 Ａ

６月現計
予算額 Ｂ
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【予算に関する説明書 33 頁】  

 

２  補正事業の概要  

 

⑴   高等学校段階の入院生徒に対する教育保障体制整備

に係る調査研究について  

 

 11款  教育費   １項  教育総務費  

 

指導研究調査諸費  

 

ア  目的  

県立高校及び中等教育学校後期課程に在籍する入

院生徒に対する学習支援として、新たにＩＣＴを活

用した遠隔授業に係る研究を行うなど、生徒一人ひ

とりの実情に応じた学習支援の実施をめざす。  

 

イ  内容  

国の委託事業を活用し、ＩＣＴを活用した遠隔授

業や単位認定、進級・卒業に向けた支援等に係る研

究を行う。  

 

ウ  予算額  3,492千円   
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【予算に関する説明書 33頁】  

 

⑵   特別支援学校における警備員の配置について  

 

11款  教育費   ５項  特別支援学校費  

 

維持運営費  

 

ア  目的  

「ともに生きる」地域社会を実現するため、県立

特別支援学校の施設開放を拡充する。  

 

イ  内容  

県立特別支援学校の施設管理を行う非常勤職員

（学校警備員）を配置する。  

 

ウ  予算額  21,721千円  
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【予算に関する説明書 33頁】  

 

⑶   社会教育施設等の長寿命化・収蔵のための総合的対

策について  

 

11款  教育費   ６項  社会教育費  

 

○新  社会教育施設等長寿命化・収蔵総合対策費  

 

ア  目的  

収蔵品の適切な保存・管理のための、収蔵施設の

確保対策を含めた県立社会教育施設等に係る長寿命

化対策に必要な調査を行う。  

 

イ  内容  

今後 30年間程度を想定した収蔵スペースの確保の

ための整備構想を策定するため、「資料保存」の専

門家による調査を行うとともに、各施設の老朽化状

況を踏まえ、予防保全の観点から、長寿命化対策に

必要な「建築」や「設備」の専門家による調査を行

う。  

 

ウ  予算額  19,543千円  
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【議案（条例その他 その３）33頁 定県第72号議案】 

 

Ⅱ 体育センター等の特定事業契約の変更の内容 

 

１ 変更の理由 

体育センター等については、平成29年７月６日付けで県と神奈川スポ

ーツコミュニケーションズ株式会社との間で締結した特定事業契約に基

づき、建物等の設計及び建設並びに県が取得する建物等の維持管理及び

運営支援等を実施している。 

事業者から、特定事業契約に基づく建設費用の物価変動による改定の

請求があったため、建設費用の改定を行うとともに、消費税率の引上げ

に伴い、契約金額を変更する必要があることから、変更契約を締結する。 

 

２ 変更の内容 

(1) 原契約金額   215億4,211万6,104円 

(2) 変更契約金額  221億7,927万2,808円 

（6億3,715万6,704円の増） 

(3) 変更となる金額の内訳 

ア  建設費用の物価変動によるもの 

 

 

 

 

 

 

 

イ  消費税率の引上げによるもの 

 

 

 

項 目 金額（税抜） 

施設整備業務費総額（平成29年度から令和２年度） 15,002,684,300円 

増額する施設整備業務費 

〔内訳〕第２ｱﾘｰﾅ・ﾌﾟｰﾙ棟、宿泊棟、ﾃﾆｽｺｰﾄ､ｸﾞﾘｰﾝﾊｳｽ 
300,659,749円 

本館棟               188,687,809円 

489,347,558円 

計 15,492,031,858円 

項 目 金額（消費税） 

消費税総額（平成29年度から令和16年度） 1,595,712,304円 

増額する消費税 

〔内訳〕施設整備業務費            48,934,756円 

開業準備業務費            1,227,400円 

維持管理業務費            56,231,990円 

運営支援業務費            36,999,000円 

ＳＰＣ運営経費            4,416,000円 

147,809,146円 

計 1,743,521,450円 
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